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事業紹介 ： OCが提唱する「海洋無人機サービス」とは？
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OCが進める、戦略17分野への海洋スタートアップとしての貢献
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【当社の課題意識】

⚫ 米国筆頭にグローバルのデュアルユース・スタートアップはすべて成長期における

大型政府調達をバネとして成長と産業創出を実現しているが、日本国内での成功

例に関する認知度が低く、同様の支援枠組みが存在しない。

⚫ 「デュアル性」において、防衛のみならず、広く資源・経済安全保障に波及力がある

のが、「海洋無人機」 × 「デュアルユース」分野の特徴



グローバル・デュアルユースUSVスタートアップの勃興
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• ほぼすべての海洋USVスタートアップが、デュアルユースである点が共通する特徴。

• 当社の差別化要因たる長期滞留・群制御による多点展開・量産を明確に実装した企業は不在。

Orsted



宇宙に学び、海洋に期待していること
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宇宙戦略からの学び

海洋戦略における適用可能性

２００0年～
国家機能としての

宇宙システム整備開始

２０10年～
政府宇宙システム/New Spaceに
よるアプリケーション創出開始

２０20年～
政府アンカーテナンシーによる産業
拡大とバリューチェーン強靭化

国際情勢を背景に、R&Dから国家機能として
宇宙システムを整備する方向へ変換

• IGS、みちびき等国家戦略に基づく宇宙シス
テムを構成する衛星開発開始

• 関連省庁横断で宇宙基本計画を策定・公開

宇宙システム構築に伴う宇宙アプリケーション
創出とNew Space（宇宙SU）の成長

• 工程表に基づく宇宙システム構築の推進

• 政府による宇宙アプリケーション創出に支え
られた宇宙ＳＵの出現・成長

• 国が構想する宇宙システム全体像と構築スケジュールを公開・高頻度更改し、国家機能の一部を民間事業者が担う
官民連携を明確に示すことで、民間事業者の宇宙産業参入が拡大

• 技術開発進捗を踏まえた集中投資による民間事業者の非連続的成長と、すそ野拡大によるバリューチェーン強靭
化を通じた人材・産業育成の加速

宇宙戦略基金と政府需要による民間事業者の出口戦
略確保、及びバリューチェーン強化による産業拡大

• 安全保障を中心とした政府需要による民間事業者
の調達加速。出口を踏まえた民間投資の拡大

• 宇宙戦略基金による集中投資での民間事業者育
成、及び産業すそ野の拡大。

• 複数省庁に横断する需要を集約し、「政府主導の整備/民間主導のサービス調達」の目標明確化を進め、工程表とし
て公開することで、海洋SU・民間事業者の投資拡大を引き出せるのではないか。

• 民間サービス調達に繋がる事業化を想定した戦略的なプトロタイプ契約（米COTS/CRS）により、海洋産業のサー
ビスモデル確立、バリューチェーン強化による裾野拡大を目指すことができないか。

省庁横断での需要集約 戦略的プロトタイプ投資民間活用分野の明確化



現状整理と海洋無人機分野の「勝ち筋」に向けて

• 官民投資ロードマップに対する、弊社からの提言は以下の通りです。「社会命題からの逆算志向による早期社会実装」を主眼としています。
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現状認識と目標 基本戦略と官民連携の理想形 政策手段と事業者側の長期見通し
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【海洋無人機（USV/AUV）時代の到来】

1. 海洋無人機分野の横断展開がグローバルに
進展。覇権国が不在、かつ市場がローカル⇒
グローバルと移行することから、地政学的に
近いアジア市場を中心に日本が勝つ領域

【多数・小型化・デュアルユース傾向】

2. 無人化による恩恵は省人化コストカットに加
えてアセットの小型化・損耗耐性
（attritable)を促進。各国事業者がデュアル
ユースで開発進行中

【目標 = 自律性・不可欠性の両面獲得】

3. 日本が強い宇宙・造船・防衛を中心とした戦略
17分野に横断した産業連携により、海洋無人
機の世界市場のトップを狙える

4. 日本をUSV生産拠点とし、国産自律性獲得と
造船文脈の再興隆、「USVx造船」を強みとし
て、不可欠性高いポジションをグローバルに
獲得する

【「分野横断化事業」への重点投資】

1. 特定の一技術でなく、分野横断での波及力・
プラットフォーム化を志向する事業者を育成

2. 工程表を高頻度に更改し、民間活用分野を明
示することで、民間投資・事業者創出を促進

【政府調達による量産化支援】

3. プロトタイピング段階を超えた戦略分野事業
者につき、その成果を確認次第、機動的に政
府調達を実施。ゲート審査により最終的な有
用性を判断する「ファスト・レーン」が必須

【具体像の一例】

4. スタートアップが大企業とマッチアップし、量
産化工場設備の立上げ戦略を策定するケース
において、20-30億円規模の官投資を実行

5. 民投資が1/4～１/３程度を負担

6. 早期社会実装を狙う枠組として、3ヶ年以下
の投資枠組みとし、短期・高TRLを条件とする

【既存政策パッケージの拡張】

1. スタートアップ随契制度の拡大運用

2. 経産省DTSUや各省SBIR制度における対象
ケースに左記具体像を入れる形での拡張

【新規政策パッケージ】

3. 戦略17分野におけるプロトタイピング投資支
援を、具体的な社会課題及びその解決目途を
明確化させる条件下で推進。特に、分野横断
化事業、短期・高TRLの社会実装を重視

4. 国際連携・グローバル展開に強みをもつ大企
業が、スタートアップの海外展開を支援する
ケースへの支援プログラムの新設

【規制緩和に関する取組み】

5. 遠隔操縦小型船舶ガイドラインを、技術進歩に
合わせる形で発展的に再検討

6. 領海外海洋における電波利用の柔軟化

【日本連合による技術開発と知財戦略】

1. 日本が強い造船・ソナー・太陽電池等技術を保
有する大企業と連携したUSV開発と世界
Topレベルの特許網構築

【デュアルユース想定の技術・事業開発】

2. 宇宙産業に倣う、防衛需要・民間需要双方を
獲得するためのプラットフォーム共通化開発
およびビジネスモデル構築

【プロトタイピングを可能とするME/DE】

1. ”MARDS”を用いた、ミッションエンジニアリ
ングにより、Sim⇒実機実証と予算・スケール
に合わせた段階的なプロトタイピングが可能

【社会実装を想定した量産戦略】

2. 開発初手から量産を想定したサプライチェー
ン構築と、造船会社との提携によるプロダク
トライフサイクル構築を推進

【社会命題型スタートアップ】

1. 技術課題ではなく、社会命題解決を最上位概
念として設立。

【規制対応及び世界市場を見据えた戦略】

2. 本邦独自のミニボート規格に準拠した上で最
速の社会実装を実現。SWを中心としたス
ケーリング余地を確保し、USV大型化へ対応



【参考】 海外競合の資金調達状況とOCの比較
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• 海外USV事業者の資金調達大型化が進展。開発スピード・規模が直近急速に拡大。

• OCは、日本国内におけるリーディングプレーヤーを志向するが、グローバルでは劣位からの競争環境に突入していく。

• 今後の海外展開・事業成長を見据えて、規模感ある資金調達と政府調達による成長期支援が必須と認識。

事業者名 所在地
資金調達ラウンド 直近調達金額 

（累計調達金額）シリーズA シリーズB シリーズC

米国 2016/９
約21億円

2018/５
約90億円

２０２１/10
約150億円

約150億円 / シリーズC
(累計 約261億円)

米国
 ２０22/11
2025/2
約30億円

約１５億円 / シリーズA
（累計 約３２億円）

米国 2023/10
約83億円

2024/7
約263億円

約２６３億円 / シリーズB
（累計 約３４５億円）

欧州/米国
/豪州

２０２１/9
約12億円

2025/1
約173億円

約173億円 / シリーズB
（累計 約185億円）

日本 2025/６
17億円

2026/1
20億円

１７億円 / シリーズA
２０億円 / シリーズB-1
（累計 約40億円）

USD/JPY = 150円で換算





問合せ先：

株式会社 OCEANIC CONSTELLATIONS

 (press-communication@oceanic-constellations.com)
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